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• 気候変動への対応策
エネルギー脱炭素化は、欧州諸国のみならず、中東の産油国や
アフリカ諸国に至るまで世界的な潮流となっている。ただ、講演内
容を詳細にみると、各国や各事業者とも自らの便益を確保しつつ、
脱炭素化に貢献するのが基本姿勢である。

・ エネルギーの供給安定性
Energy transitionの成功とは、移行のプロセスを通じて、エネル
ギー供給安定性、公平性、環境の持続可能性を向上させることで
ある。世界的には脱石炭の方向性であるが、日本では供給安定
性から重要なエネルギーと位置付けられている。今後とも世界の
動向を念頭に置き、国内の安定確保策を検討する必要がある。

• エネルギー技術の展開
再生可能電源の大量導入と脱炭素化の潮流の中で、水素エネ
ルギーが必要との認識がある。また、エネルギーシステムのソフ
ト面では、ブロックチェーン等のデジタル化が注目を集めている。2

エネルギーに関する世界的な潮流と
イノベーションの必要性



理想のエネルギーシステム実現のための
バックキャスト
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真のエネルギー地産地消
に向けた事業の実現

低炭素発電技術を利用した
エネルギーシステム実現

地域電力事業者

一般電気
事業者

屋上太陽光

メガソーラー

契約需要家

電力卸取引
市場(JEPX)

小売収益

電力の流れ

資金の流れ

太陽光発電インバランス対応責任

調整力供給

電力調達費用

HP給湯器
アグリゲーション

一般送配電
事業者

常時バックアップ

http://enesys.t.u-tokyo.ac.jp/coi/wp-content/uploads/miyamakyuto2.png
http://enesys.t.u-tokyo.ac.jp/coi/wp-content/uploads/miyamakyuto2.png
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再生可能電源の大量導入と系統安定性

出典：「再生可能エネルギー出力制御量の低減に向けて」資源エネルギー庁、2019年8月
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予測誤差の現状（九州電力）

経済産業省 系統ワーキンググループ第9回，再エネ出力制御に関する具体運用方法の基本的な考え方（九州電力），
http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/shoene_shinene/shin_ene/keitou_wg/pdf/009_01_00.pdf

図 再エネ出力予測地と実績の誤差（上段：前日12時想定、下段：実需給2時間前）

季節毎の変動誤差、中出力帯の誤
差の大きさ等の要因分析、予測モ
デルへの反映が必要
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経済負荷配分 周波数制御起動停止計画

運転予備力待機予備力 瞬動予備力
運転補修
計画

長期設備
計画

運転補修計画長期電源計画

天候予測の不確実性によ
る太陽光、風力発電出力
及び電力需要の予測誤差

太陽光、風力発電
出力及び電力需
要の実時間変動

長期的な天候の不確実性
による太陽光、風力発電出
力及び電力需要の変動

超長期的な経済構造
の変化や技術革新に
よる発電コストの変化

秒10秒分10分日週 時間年10年30年50年

電力系統計画・運用における需給調整
過去の電力系統の運用では、各時間帯での電力需要の不確実性に対応した需給調整を行ってきたが、
再生可能電源大量導入と電力システム改革に伴い、従来とは異なる需給調整の技術・制度が必要となる。



電力系統計画・運用における需給調整

新たな需給調整の技術・制度は、特に周波数制御、経済負荷配分、起動停止計画において必要である。
ここでは、電気自動車等の需要側の機器を系統運用につなげる技術と制度の革新が求められている。

経済負荷配分 周波数制御起動停止計画

運転予備力供給予備力 瞬動予備力
運転補修
計画

長期設備
計画

運転補修計画長期電源計画

太陽光、風力発電出力

及び電力需要の予測誤差
に伴うインバランス補償

太陽光、風力発電
出力及び電力需
要の実時間変動

蓄電池、燃料電池、電気自動
車、エコキュート等家電製品の
制御により新たなインバランス
補償の可能性

火力のガバナフリー，LFC

運転の他、電気自動車、蓄
電池等の制御により新たな
周波数制御の可能性

長期的な天候の不確実性
による太陽光、風力発電出
力及び電力需要の変動

超長期的な経済構造
の変化や技術革新に
よる発電コストの変化

火力、原子力の運
転補修計画の変更

超長期的な電源
投資計画の変更

秒10秒分10分日週 時間年10年30年50年
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確率的起動停止計画（Stochastic UC）

• 前日に、翌日の発電設備の起動停止スケジュールを決める。

• 需要や再エネ電源出力の予測に基づき、運用コストを最小化する問題を解く。

Forecast data(demand)

Forecast data(RE)

Reserve requirement

Specification of units

Unit 

Commitment

Schedule of 

generation units

目的関数
min
𝒖∈𝑼

[𝒄𝑇𝒖 + σ𝜉{𝑃𝑟𝑜𝑏𝜉∙ 𝐹 𝒖, 𝜉 }}]

– 𝒖 : 起動停止ベクトル（バイナリ変数）
– 𝑼 : 起動停止の可能領域
– 𝒄 : 起動コスト
– 𝜉 :想定シナリオ（→本研究においてはPVの出力変化シナリオ）
– 𝑃𝑟𝑜𝑏𝜉 :シナリオ𝜉の生起確率
– 𝐹 : 燃料費関数

制約条件

• 需給バランス制約

• 各発電設備に関する仕様の制約
出力上下限，時間あたりの負荷変動率上下限

変数
• 起動停止スケジュール
• 発電機出力
• 再エネ出力抑制量
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起動停止モデルの計算結果例

図2-2(a)：中間期平日 図2-2(b)：中間期休日
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確率的起動停止計画モデルの
シャドウプライスを用いた上げ代調整力価格の推定

– 上げ代調整力価格は、主として機会収益の損失時間が長いため、次頁の下げ代と比較
して、調整力価格が高くなる。このことを燃料電池を用いた調整力提供の可能性と合わ
せて考えると興味深い。すなわち、特に家庭用の燃料電池では、昼間に部分負荷にな
る可能性が高いため、機会収益の損失なく、調整力提供ができるはずである。すなわち
、家庭用燃料電池の集合運用による上げ代調整力提供は、この点からは有望と考えら
れる。
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確率的起動停止計画モデルの
シャドウプライスを用いた下げ代調整力価格の推定

– 下げ代調整力価格は、前頁の上げ代と比較して、機会収益の損失時間が短いため、調
整力価格が低くなる。また、現在のOCCTOにおける審議内容から、下げ代調整力が、
市場としてオープンになるか否かも微妙な状況となっている。このことから、燃料電池に
よる調整力提供に関しては、当面の間、上げ代調整力の方を主として考えてはどうかと
考えている。ただし、市町村レベルのモデルにおいては、余剰と不足の両方のインバラ
ンスを考慮する必要から、当面両方を考慮することで良いと思われる。
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調整力の供給について

1. 火力発電等による調整力（現在の電力システム）

– 火力発電機等出力の上げ代・下げ代

– 多数台の部分負荷運転

2. 本ワークショップにて紹介する調整力の候補例

（現在、開発中もしくは社会実装の準備中）

– 電気自動車を用いた調整力の提供とモビリティ ①

– 家電製品（エコキュート）を用いた調整力の供給 ②

– 電気と水素のコプロダクションによる調整力の供給 ③

– 燃料電池（SOFC)を用いた調整力の供給 ④
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①電気自動車（EV)による調整力の供給
周波数調整やインバランス補償への応用



電気自動車（EV)を用いた周波数調整市場への
参入及びその実証実験（松橋，中村，有吉）

【脱炭素と系統安定化・H30 年度進捗】
 電力系統安定化の為の周波数制御実験の開始

【今後の課題、達成への道筋】
 周波数調整事業の入札制度の設計
 EVによる周波数調整とモビリティとの共進化により、の事
業スキームを確立し、社会実装へと展開する事

【新たに創出される価値】
 周波数制御やｲﾝﾊﾞﾗﾝｽ補償に電気自動車が参画するこ
とによる新たな自動車の価値の創出

電気自動車による周波数調整システムの確立

目標：再エネ大量普及と系統の周波数調整に必要な電力システム技術の明確化

14
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横浜国大中村教授、有吉准教授のカーシェアリング事業
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 EV導入台数による影響

EV1台当たりの獲得報酬

必要LFC容量JPY/kW・h

MW

市場価格

必要LFC容量JPY/kW・h

MW
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Down

EV増加

年間獲得報酬：約5万～13万円
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EVによる周波数制御の経済性評価２
－負荷周波数制御による電気自動車の獲得報酬－

Y. Yamamoto and R. Matsuhashi, Economic Evaluation of Ancillary Services Provided by Electric Vehicles for Controlling 

Power System Frequency, paper presented at IEEE PES, Chicago, U.S., February 20th, 2016
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②エコキュートによる調整力の供給
（インバランス補償への応用例）



2019/12/6 18

HP給湯器導入モデルの概観

地域電力事業者
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事業者

屋上太陽光

メガソーラー

契約需要家

電力卸取引
市場(JEPX)

小売収益

電力の流れ

資金の流れ

地域電力事業者の年間売上総利益 =  
小売収益 – 電力調達費用 – 託送料金 – 需給インバランス料金 – DR報酬

太陽光発電インバランス対応責任

調整力供給

電力調達費用

HP給湯器
アグリゲーション

一般送配電
事業者

常時バックアップ



電気代そのまま払いによるHP給湯器の普及スキーム
－みやまSEによる実際の販売例－

https://enesys.t.u-tokyo.ac.jp/coi/project/commercialization/ 2019.4.1引用

http://enesys.t.u-tokyo.ac.jp/coi/wp-content/uploads/miyamakyuto2.png
http://enesys.t.u-tokyo.ac.jp/coi/wp-content/uploads/miyamakyuto2.png
http://enesys.t.u-tokyo.ac.jp/coi/wp-content/uploads/miyamakyuto.png
http://enesys.t.u-tokyo.ac.jp/coi/wp-content/uploads/miyamakyuto.png
https://enesys.t.u-tokyo.ac.jp/coi/project/commercialization/
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③電気/水素コプロダクションによる調整力の供給
（インバランス補償への応用例）



電気／水素コプロダクション事業における電気分
解装置容量とインバランスコストの関係

電気／水素コプロダクションによるPV予測誤差補償システムの開発
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【今年度進捗】
 太陽光発電等再生可能電源の予測誤差を考慮に入れ、電気／水素コプロダクションによるインバランス補償
の最適化モデルを開発し、英文論文を発表し、実現可能性を明らかにする。

【今後の課題、達成への道筋】
 電気・水素コプロダクション事業の詳細な事業性を明らかにし、2019年度中に適地を選定する。
 2020年度に実証事業を実施し、社会実装へと展開する。

【新たに創出される価値】
 本事業を全国に展開することで、脱炭素社会の構築と地方創生、更には水素のバリューチェーン構築に貢献す
る。

21
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④燃料電池（SOFC)による調整力の供給
（インバランス補償への応用例）
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燃料電池による上げ代調整力供給例
複数の家庭の電力、熱需要データを元に家庭用燃料電池の最適運用モデルを開発

最適化結果より、調整力報酬による上げ代調整力供給を確認し、SOFCの利用率は
調整力供給前後で64.2％から78.1％に向上した。（30世帯の1年間通しての値）

調整力市場による上げ代報酬のある場合とない場合の燃料電池稼働の差を明示

燃料電池による上げ代調整力供給可能性を定量化した



まとめ

(1) 持続的共進化地域創成拠点では、エネルギー・モビリティ及び情
報・数学の各分野の共進化によりイノベーションを推進している。こ
のうちエネルギー部会では、将来の脱炭素社会からのバックキャス
トに基づき、再生可能電源の大量導入に伴う系統安定性の問題の
解決と地域の活性化（真の地産地消）を挙げており、部会内、ある
いは他部会との共進化によって問題解決を目指している。

(2) エネルギー分野の課題解決には、エネルギー関連技術のみなら
ず、自動車技術、情報通信技術の活用が有望である。換言すると、
エネルギー技術、自動車技術、情報通信技術の共進化により、エ
ネルギー分野の課題解決が促進される。需要側技術を用いたイン
バランス補償や、電気自動車を用いた周波数制御の実証実験はそ
の好例であり、今後の社会実装が大いに期待される。

(3) この共進化の実現には、技術革新と制度革新の双方が必要であ
る。具体的には、電力系統工学、エネルギー工学上の技術革新と
アンシラリーサービスの取引制度の設計など、制度革新である。


